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●1　はじめに

高度経済成長期には、自動車の普及が人々の日常生

活や産業活動を支え、今日の都市を形成してきた。こ

れまで、自動車は個人や企業が所有し利用するものと

考えられてきたが、近年の車両や情報通信技術、情報

処理技術の革新により、自動運転や1台の車両を複数

名が共同利用するカーシェアリング、オンデマンド型

交通サービスのような新たなサービスが浸透し始めて

いる。サービスとしてのモビリティ（Mobility-as-a-

Service：MaaS）の言葉が示すように、今後、自動車

は単一の交通手段ではなく、電車、バス、自転車等、

様々な交通手段と一体化され、数あるモビリティの代

替案の1つとして利用されるようになることが想定さ

れる1）�2）�3）。

自動車がどのように使われ、その使われ方がどのよ

うに変化しているのかを把握することは、今後の都市

のモビリティのあり方を考える上で非常に重要であ

る。自動車の利用状況に関する代表的な調査として、

国土交通省が概ね5年毎に実施している「全国道路・街

路交通情勢調査自動車起終点調査」が挙げられる。

本稿では、自動車起終点調査の分析を通じ、乗用

車、貨物車の別に近年の自動車の使われ方の変化を紹

介し、それらを踏まえて、今後の自動車利用に関する

調査の方向性について考察する。

●2　全国道路・街路交通情勢調査の概要

全国道路・街路交通情勢調査（通称：道路交通センサ

ス）は、日本全国の道路と道路交通の実態を把握し、道

路の計画、建設、管理などについて基礎資料を得るこ

とを目的として、昭和3年から概ね5年毎に実施され

ている調査である。全国道路・街路交通情勢調査は、自

動車の利用実態や利用の目的を調査する「自動車起終点

調査」と道路状況や交通量、旅行速度を調査する「一般

交通量調査」で構成されている。

�     

図－1　全国道路・街路交通情勢調査の全体構成

本稿では、平成2年以降に実施された自動車起終点

調査（以下、OD調査）のデータを用い、近年の自動車

の使われ方の変化を分析する。OD調査は、自動車の登

録情報に基づきランダムに調査対象車両を抽出し、そ

の使用者に調査日の自動車の利用実態を尋ねる調査で

ある。最新の平成27年調査では、Webによる回答方

式が新たに導入され、郵送配布、郵送またはWeb調査

システムを通じた回収により、全国の登録車両7,650

万台（注：一部離島や二輪等調査対象外車両を除く）の

うち約118万台から回答が得られている4）。

主な調査項目は、表－1に示す通りであり、秋の平

日・休日各1日を対象に、いつ、どこからどこへ、どの

ような目的で対象の自動車が利用されたかが把握され

ている。調査結果は、将来交通需要推計のためのモデ

ル作成やOD表の作成に用いられている。

表－1　主な調査項目



� 14 IBS Annual Report 研究活動報告 2018

Ⅱ．研究論文

●3　乗用車の使われ方の変化

（1）車両サイズと登録台数の変化

図－2は乗用車と軽乗用車の登録台数及び軽乗用車

の構成比を示したものである。乗用車の登録台数は平

成17年調査をピークに減少傾向にあるが、軽乗用車

は、平成10年に排気量や車両のサイズが現在の規格に

改定され、走行性、安全性が向上しており、年々構成

比が増加している。最新の平成27年調査においても軽

乗用車の登録台数は増加傾向を示している。

図－3は地域別の軽乗用車構成比であり、最新の平

成27年調査では、沖縄が最も高く、次いで四国、中

国、九州の順であり、関東が最も低い。人口減少と高

齢化が進展し、公共交通の利便性が相対的に低い地方

都市では、通勤や買物等の日常生活を支える足として

自動車が必要であることが伺える。図－4は県民1人

当たり所得と当該県における軽乗用車の構成比の関係

であるが、高い負の相関を示しており、経済的な側面

から軽自動車が選択されている傾向も伺える。

      

図－2　乗用車の保有台数の推移

      

図－3　地域別の軽乗用車構成比の推移

今後、地域社会における持続的なモビリティのデザ

インや適正な費用負担のあり方を考えていく上では、

このようにデータが継続的に取得され整備されている

ことが非常に大きな意味を持つ。

（2）自動車保有の長期化

初めて自動車が登録された年月から調査日時点まで

の経過年数を車齢と定義し、車齢と累積の車両登録台

数構成比を示したものが図－5である。平成6年調査

の段階では、車齢10年以上の車両の登録台数の割合は

全車両のうち約5％であり、大多数の車両は10年以内

に買い替えられていたことが分かる。これに対し、最

新の平成27年調査では、車齢10年以上の車両の割合

が約30％にまで増加している。性能の向上に伴い、自

動車が長期的に保有、利用されるように変化してきて

いることが分かる。

      

図－4　県民所得と軽乗用車構成比の相関

      

図－5　車齢別の自動車登録台数構成比の推移
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（3）車両所有形態と利用者属性の変化

図－6は、乗用車のうち自家用の乗用車を対象に車両

所有形態の経年推移を示したものである。平成11年時

点では、個人専用の車両の割合は約80%であるが、平

成27年には約65％まで低下し、代わりに家族共用の

車両割合が増加している。図－7は、世帯当たりの乗用

車保有台数の推移を上位および下位3都道府県と全国平

均について示したものである。全国平均では世帯当たり

車両数に大きな変化はないものの、都市部で減少し、地

方部で増加している傾向が読み取れる。この傾向の要因

の一つとして、平成22年頃から都市部を中心に急速に

ステーションや車両数を増加させているカーシェアリン

グの普及が影響を与えていると考えられる5）。

      

図－6　自家用乗用車の車両所有形態の推移

      

図－7　世帯当たり乗用車保有台数の推移（上下位3県）

図－8は主な運転者が男性の車両、図－9は主な運

転者が女性の車両について、利用者の年齢階層の構成

比を示したものである。男性が運転する車両の利用年

齢階層構成は、団塊の世代を頂点とする山型を示して

おり、平成11年から平成27年までその形を保ちなが

ら高齢側に推移している。対して、女性が運転する車

両については、平成11年時点では20代～40代の利

用が多くを占め、高齢者の利用は少なかったが、平成

11年から平成27年までの間にその構成が高齢側に推

移し、より幅広い世代で利用されるように変化してい

る。男性・女性ともに利用者に占める若年層の割合は

年々減少しており、最新の平成27年調査における最

多層は60代の高齢層であることが分かる。人口構成

の変化や景気等の様々な要因が影響するため本分析の

みで断定できるものではないが、若者の車離れの傾向

がデータから読み取れる他、安全運転支援や自動運転

システムの導入等、今後更に高齢化が進展することを

踏まえた、地域モビリティのあり方の検討の必要性が

データからも読み取れる。

      

図－8　主な運転者が男性の車両の年齢階層構成比

      

図－9　主な運転者が女性の車両の年齢階層構成比
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（4）移動目的の変化

図－10は平成6年調査からの自家用乗用車利用者の

移動目的の変化を示したものである。少子高齢化の進

展、団塊世代のリタイアに伴い、「通勤・通学」や「業

務」目的の移動が減少傾向で推移し、代わりに「私事」

目的の移動が増加傾向にある。

近年、交通関係のビッグデータが充実し、人や車が

どのように移動しているかを常時観測できるようにな

りつつある。ただし、常時観測可能なデータの多く

は、移動の結果は把握できるものの、なぜその移動を

行ったのか、その交通手段を選択したのかといった目

的までは把握できない。OD調査データは、移動目的や

乗車人数、積載品目など機器による観測が困難な移動

者や物に関する情報と移動の履歴を同時に分析可能な

数少ないデータであり、自動運転、オンデマンド型交

通サービス等の新たなモビリティ導入に向けた移動需

要の分析など、様々な活用が期待される。常時観測さ

れるビッグデータとOD調査の回答として得られる移

動目的等の情報を組合せた活用方法についても、更な

る技術開発が求められる。

�

      

図－10　自家用乗用車の移動目的構成比

（5）車両の稼働状況

OD調査データでは、調査日の車両の運行、運休の状

況、運行車両については1日の移動の出発時刻、到着

時刻と移動目的が把握できる。出発時刻と到着時刻か

ら走行時間を算出し、さらに各移動の間の駐車時間を

算出することで、1日の各時刻の車両の稼働状況を分

析することができる6）�7）。図－11は、全国の自家用乗

用車を対象に、その稼働状況（運休、駐車、走行時間の

構成比）を、図－12は、1日の各時間帯の車両稼働状

況を示したものである。

平成2年調査と平成27年調査の結果を比較すると、

運休車両の割合が33.5%から40.9%に増加し、通

勤・通学目的の移動後の駐車時間が減少している。自宅

での駐車時間割合は変化しておらず、走行時間割合は

わずかであるが減少している。平成27年調査の結果よ

り、1日の中で車両が走行している時間はわずか4.9%

であり、自宅での駐車時間が37.5%、その他外出先等

での駐車時間が合計で16.7%、運休車両が40.9%を

占めている。道路上を車両が走行している時間は5%に

も満たず、最も走行車両が多い7時台においても11%

のみである。朝夕の通勤・通学、帰宅のピークにおいて

も10%程度の車両のみしか走行しておらず、大半の時

間で車両が駐車されていることが分かる。

OD調査の結果はBゾーン（市区町村を基準に全国

約7,000に地域を分割したゾーン）でデータ化され

ており、詳細な駐車の位置までは把握できないが、

ETC2.0等のビッグデータと組合せることで、どの

ような目的で、どこに移動し、どの程度の時間滞在を

しているかを詳細に分析することも可能となる。時刻

別の車両駐車位置や自動車の利用特性を分析すること

で、シェアリングの実現性や自動運転による保有・走行

の効率化、EV・FCV等のエネルギー利活用、駐車空間

の有効活用といった新たな政策展開に向けた検討が可

能である。

       

図－11　自家用乗用車の稼働状況（時間構成比）

      

図－12　自家用乗用車の時間帯別稼働状況
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●4　貨物車の使われ方の変化

（1）車両サイズと登録台数の変化

貨物車は、普通貨物車に代表される営業用貨物車

と、軽貨物車やバンなどの小型貨物車に代表される自

家用貨物車で構成されている。自家用貨物車の保有台

数は、消費税導入に伴う税制変更により、1990年（平

成2年）からマイカーとして利用されていた貨物車から

乗用車への乗り換えが進んでおり、長期的に減少傾向

で推移している（図－13、図－14）。

他方、営業用貨物車の保有台数は、3PL（サード・

パーティー・ロジスティクス）市場が拡大傾向にあるこ

となどを反映し、増加傾向で推移している（図－15、

図－16）。また、図－15をみると、営業用軽貨物車の

保有台数が10年間で2倍以上に増加しており、近年の

Eコマース市場拡大による軽貨物車による集配の増加

の影響を見ることができる。

      

図－13　自家用貨物車の車種別保有台数の推移

      

図－14　車種業態別自動車保有数の推移
（出典：運輸政策研究『自動車化の成熟』（橋本））

       

図－15　営業用貨物車の車種別保有台数の推移

       

図－16　3PL市場の市場規模
（出典：3PL白書2015（株）ライノス・パブリケーションズ））

（2）貨物車のトリップ数の変化

前述のとおり、営業用貨物車の保有台数が増加で推

移しているにもかかわらず、営業用貨物車のトリップ

数は概ね横ばいで推移している（図－17）。これは、ト

ラックドライバーの人手不足によってトラックが空い

ていても配車できないという問題が発生していること

などを反映し、営業用貨物車の運休率が増加している

ことが一因と考えられる（図－18）。

なお、Eコマース市場拡大に伴う小口化・多頻度化

の影響により、品目別にみると、日用品や取り合わせ

品などのシェアが伸びているが、全体のシェアで見る

と2割程度に留まっている（図－19）。そのため、日用

品等を多く取り扱う軽貨物車や小型貨物車のトリップ

数の増加要因になっていると考えられるものの、小型

貨物車のマイカー利用の減少や自営転換の動きが重な

り、明確なトリップ数増加の動向は確認されない。た

だしOD調査では、同じ町内での宅配については、最
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も遠い配達先までを1トリップとしており、貨物の小

口化・多頻度化を必ずしも正確には捉えられていない可

能性がある。

       

図－17　貨物車の業態別トリップ数の推移

       

図－18　貨物車の業態別運休率の推移
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図－19　輸送品目別トリップ数の構成比

（3）物流施設の郊外立地の進展に伴う変化

首都圏では、近年、首都圏中央連絡自動車道（圏央

道）の整備が進んでおり、その沿線では、道路の利便性

や土地の確保しやすさ等を背景に、既存の小規模物流施

設を統廃合した大規模な物流施設の立地が進んでいる。

物流施設の郊外立地が進展することによる貨物車の

使われ方の変化として、トリップ数が減少、トリップ

長が増加する傾向が確認される。例えば首都圏の状況

を見ると、東京都周辺の埼玉県、千葉県、神奈川県に

おいて、物流施設の郊外化による需要増加の影響か

ら、貨物車保有台数は増加している（図－20）。また、

物流施設の統廃合による輸送の集約・効率化の影響か

ら、トリップ数は減少している（図－21）。一方で、

物流施設が大規模な拠点に集約されることによって、1

トリップあたりのトリップ長は増加しており、圏央道

の供用が進んでいる茨城県、埼玉県、東京都、神奈川

県の走行台キロは増加している傾向が確認される（図－

22）。

       

図－20　貨物車の保有台数の伸率（H27／H22）

       

図－21　貨物車のトリップ数の伸率（H27／H22）
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図－22　貨物車の走行台キロの伸率（H27／H22）

（4）海上コンテナの使われ方

近年、海上コンテナによる輸送が増加し、その円滑

化が求められているという社会的ニーズを踏まえ、平

成27年調査では、調査項目を一部見直し、海上コン

テナの流動を調査している。具体的には、積載品目の

調査項目を変更し、新たに「海上コンテナ（20フィー

ト）」「海上コンテナ（40フィート）」「海上コンテナ

（40フィート背高）」「海上コンテナ（その他）」を積載品

目の一部として加えた。

調査項目を変更したことにより、平成27年調査か

ら、海上コンテナの流動を捉えることができる。例え

ば、東京湾周辺の海上コンテナの発着トリップ数（図－

23）を見ると、東京港大井ふ頭、横浜港大黒ふ頭、本

牧ふ頭等のコンテナターミナルが立地するBゾーンの

発着量が多く、その周辺の物流施設が立地するエリア

との間での短距離トリップが多く見られる。

加えて、関東全域での海上コンテナ計の発着トリッ

プ数（図－24）を見ると、放射状の高速道路沿線に加

えて、環状道路である圏央道、東関東道沿線の発着量

が多くなっており、海上コンテナを用いて内陸まで陸

上長距離輸送が行われている様子が見られる。また、

航空貨物の取扱量が多い成田空港周辺の発着量が多く

なっている。現在、アジア発の複合一貫輸送（シー・ア

ンド・エア）の中継点はドバイ、仁川が主流であるが、

成田空港からも欧米向けの複合一貫輸送が行われてお

り、成田空港周辺に立地する物流施設が海上コンテナ

とULD（Unit�Load�Devices、航空運送用パレットの

こと）間の積替え拠点になっていることなどが考えられ

る。

近年、貨物車を取り巻く環境は大きく変化してきて

おり、特に、深刻なドライバー不足と高齢化による人

手不足は喫緊の課題といえる。今後は、ダブル連結ト

ラックや後続無人隊列走行など、新たな貨物輸送の導

入により、貨物車の使われ方が効率化されていくこ

とが考えられる。今後も、政策検討に資する継続的な

データの取得・整備が求められる。

 

図－23　海上コンテナ計の発着トリップ数（東京湾）

 

図－24　海上コンテナ計の発着トリップ数（関東）
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Ⅱ．研究論文

●5　おわりに

本稿では、平成27年度に最新の調査が実施された

OD調査結果を読み解くことで、少子高齢化をはじめと

する近年の社会情勢等を反映し、全国的に自動車の使

われ方が変化してきていることなどを論じた。

OD調査は、我が国において長期に渡る自動車利用特

性を詳細に把握できる唯一の大規模統計調査である。

道路交通行政に関わる政策検討において、自動車の利

用特性を適切に把握することは不可欠であり、今後も

継続的に調査データを蓄積していくことが望まれる。

一方、OD調査の調査手法と調査項目については、よ

り効率的に調査を実施するとともに、その時々の社会

的ニーズを適切に捉えるために、調査手法・調査項目

を時勢に即した形へと適宜見直していくことが必要で

ある。例えば平成27年調査においては、インターネッ

ト環境の普及および調査事務の効率化を目的に、家庭

訪問調査を廃止するとともに、従来の郵送回収に加え

てWeb調査システムを通じた回収を導入している。ま

た、先に述べたように、海上コンテナによる輸送が増

加し、その円滑化が求められているという社会的ニー

ズを踏まえ、調査項目を一部見直し、海上コンテナの

流動を調査している。

今後は、レンタカー・カーシェア・オンデマンド型交

通サービス・自動運転など、自動車の保有・利用形態

がさらに多様化していく可能性が大きく、こうした新

たな自動車の保有・利用形態に対応した調査手法を検

討することが必要と考えられる。また、近年、道路交

通行政では、ETC2.0プローブ情報等を活用した交通

事故対策や渋滞対策に取り組むなど、ビッグデータの

活用が急速に進んでいる現状がある。特に、ETC2.0

サービスでは、これまでの高速道路料金の支払いに加

え、高速道路及び直轄国道を中心に設置された路側機

とETC2.0対応車載器の相互通信により、様々な情報

をドライバーに伝えるとともに、走行履歴や挙動履歴

といったプローブ情報を収集することが可能となって

いる。調査を効率化していくための一つの方向性とし

て、こうしたビッグデータを活用したプローブ型の調

査へ移行していくことが考えられる。常時取得される

ビッグデータを調査に活用することで、自動車の使わ

れ方を常に観測することができることは大きな利点と

いえる。一方で、ビッグデータで把握可能な内容には

限界があり、従来通りのアンケート調査でしか把握で

きない内容があるということにも留意が必要である。

ビッグデータの特性を十分に検証しながら、常時観測

されるビッグデータの有効活用に向けた検討を進める

ことが必要である。

このような状況を踏まえ、これからのOD調査は、

産官学が連携してビッグデータ活用に向けた研究開発

を進めるとともに、時勢に即したよりよい調査手法・調

査項目を模索し、見直しを図りながら継続的に調査を

実施し、道路交通行政の政策検討に資するデータを継

続的に蓄積していくことが必要である。
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